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わたしの なこと
夢中
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8：30

13：00

17：00

19：00

22：00

平日

平
日
・
土
・日
・
祝

原則
使用不可

390円/時間 380円/時間

1,320円/時間

+3,800円/時間
（空調を使う場合）

+320円/時間
（空調を使う場合）

250円/時間

+320円/時間
（空調を使う場合）

1,100円/時間

+320円/時間
（空調を使う場合）

880円/時間

+320円/時間
（空調を使う場合）

+3,800円/時間
（空調を使う場合）

土曜 日曜・祝日 1階
調理室

2階
大会議室

2階和室
（1室あたり）

2階
会議室
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先輩！

活動をしてみたいというモチベーションは、どう
いった経験や環境から来ていますか？

Q

いろんな人と話をしたり、本を読んだりすること
で、自分の知らない世界や価値観を感じること
かわき出ている気がします。

A

学生のうちに挑戦したり気を付けたりすべき
点などはありますか？

Q

実習や課題は、自分の力で取り組み、自分の考
えをもつこと。保健師への転職の際、自分の実
習記録がとても役立ちました！

A

神山町を出てから気が付いた魅力は何ですか？Q
神山を出ても、つながり続けている人がたくさ
んいること。まちを誇りに思う人が多い！

A

地域に興味をもったきっかけは何ですか？Q
病院は一時的で特別な場所で、生活とはかけ離
れた印象をもったことから、地域を強く意識しま
した。

A

知り合いに神山を紹介する際、神山のことをど
のように説明しますか？

Q

自分の地元のことは、「阿川梅の里、梅干しのと
ころの上の方よー」って言っています！

A
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神山ってステキ ！ 
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神山消防署 だより
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駐在所だ
よ
り
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7.5%

27.8%

3.2%

0.7%

33.3%

6.3%

6.8%

9.3%

5.1%

33.6%

20.9%

5.5%

9.3%

8.9%

3.8%
5.7%

8.7%

3.6%

補
助
費
等

物件費

公
債
費

扶
助
費

繰出金 人件費

普
通
建
設
事

業
費

合計
6,060,000
（100%）

964,281
（15.9%）

473,468
（7.8%）

529,664
（8.7%）

1,137,480
（18.8%）

1,526,252
（25.2%）

861,813
（14.2%）

令和６年度の が決まりました予算

会計名 予算額
国 民 健 康 保 険 772,385
介 護 保 険 1,007,101
後 期 高 齢 者 医 療 131,405

簡易水道事業会計 予算額
収 入 額 412,037
支 出 額 447,091

0 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

4,182 4,096 4,253 4,419 4,457
5,554

4,607

6,768

5,294
6,060
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区分 住民基本台帳人口
（R5.1.1現在） 歳出額A 実質収支 人件費B 人件費率

B/A
（参考）R４年度の

人件費率
令和
4年度 4,846人 8,253,769千円 224,299千円 859,094千円 10.4% 11.3%

区分 職員数A 給与費
給料 職員手当 期末・勤勉手当 計Ｂ

令和
4年度 91人 317,575千円 51,205千円 113,932千円 482,712千円

(参考)一人当たり
給与費B/A

（参考）類似団体平均
一人当たり給与費

5,305千円 5,356千円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国比較ベース）
神山町 41.1歳 297,871円 363,924円 320,966円
徳島県 43.2歳 327,074円 414,753円 358,848円
国 42.4歳 322,487円 404,015円 円

類似団体 40.9歳 295,989円 349,665円 325,035円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国比較ベース）
神山町 55.4歳 293,025円 307,675円 300,900円
徳島県 57.2歳 355,068円 394,270円 372,431円
国 51.2歳 286,942円 329,178円 円

類似団体 49.2歳 282,289円 310,111円 297,740円

区分 給料月額等

給
料 町長
副町長

746,000円
597,000円

846,800円／528,000円
677,700円／478,000円

報
酬

議長
副議長
議員

284,000円
234,000円
195,000円

318,000円／203,000円
300,000円／130,000円
251,000円／109,000円

区分 給料月額等

期
末
手
当

町長
副町長
議長
副議長
議員

（令和5年度支給割合）3.40月分

退
職
手
当

町長
副町長

（算定方式）
給料月額×100分の43.5×月数
給料月額×100分の25.75×月数

（支給時期）
任期満了時
任期満了時

区分
部門

職員数 対前年増減数令和4年度 令和5年度

普通会計部門
一般行政部門 75 81 6
教育部門 10 10 0
小　計 85 91 6

公営企業等会計部門 12 11 ▲1
合　計 97〔158〕 102〔158〕 5〔0〕

情報公開開示等件数 個人情報開示等件数
実施機関名 請求件数 開示 部分開示 不開示 不存在 請求件数 開示 部分開示 不開示

町 長 1件 0件 1件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
教 育 委 員 会 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
選 挙 管 理 委 員 会 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
監 査 委 員 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
農 業 委 員 会 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
固定資産評価審査委員会 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
議 会 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
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所得区分 令和6年
5月31日まで

令和６年
６月１日から

① 一般・現役並み所得者 ４６０円 ４９０円

② ③④のいずれにも該当しない指定難病患者 ２６０円 ２８０円

③
低
所
得
Ⅱ

90日以内の入院（過去
12か月の入院日数） ２１０円 ２３０円

90日を超える入院（過去
12か月の入院日数）※ １６０円 １８０円

④ 低所得Ⅰ １００円 １１０円

所得区分 令和6年
5月31日まで

令和６年
６月１日から

一般・現役並み所得者 ４６０円※
（420円）

 ４９０円 ※
（４５０円）

低所得Ⅱ ２１０円 ２３０円

低所得Ⅰ １３０円 １４０円

低所得Ⅰ(老齢福祉年金受給者) １００円 １１０円

納期

税目等

5
月
31
日

7
月
1
日

7
月
31
日

9
月
2
日

9
月
30
日

10
月
31
日

12
月
2
日

12
月
25
日

1
月
31
日

2
月
28
日

3
月
31
日

軽自動車税 全
期

固定資産税 1
期

2
期

3
期

4
期

町県民税 1
期

2
期

3
期

4
期

国民健康
保険税

1
期
2
期
3
期
4
期
5
期
6
期
7
期
8
期

後期高齢者
医療保険料

1
期
2
期
3
期
4
期
5
期
6
期
7
期
8
期

令和6年 令和7年

医療給付費分 後期支援分 介護納付金分※

所得割 6.20% 2.60% 2.40%

均等割 27,000円 11,000円 12,000円

平等割 17,000円 7,000円 6,000円

医療給付費分 後期支援分 介護納付金分※

所得割 6.90% 2.80% 2.50%

均等割 30,000円 12,000円 13,000円

平等割 19,000円 7,000円 6,000円
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+ ＝

軽減判定基準 軽減割合
43万円＋「10万円×（年金・給与所得者の数－１）」以下 7割

43万円＋「29万5,000円×世帯の被保険者数」＋「10万円×（年金・給与所得者の数－1）」以下 ５割
43万円＋「54万5,000円×世帯の被保険者数」＋「10万円×（年金・給与所得者の数－１）」以下 ２割

軽減割合
５割

仮徴収 本徴収
4月 6月 8月 10月 12月 2月

前年の所得が確定する
までの間、前年度の保
険料額を基に仮算定さ
れた保険料額を徴収し
ます。

前年の所得確定後の８
月に年間保険料額を決
定し、その年間保険料
額から仮徴収額を差し
引いた額を３期に分け
て徴収します。
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区分

補助要件

次に掲げる事項①から③までの全てに該当するもの
①避難路沿道等に面した危険なブロック塀等として町の要綱に従い点検し
た結果、安全対策が必要と判断されたもの

②危険なブロック塀等の撤去後に道路等からの高さが40㎝を超えるブロッ
ク塀等を新たに設置しないこと

③施行業者等が撤去を行うもの

補助対象
経費

次に掲げる危険性の高いブロック塀等の撤去に要する経費
①補助要件の事業を実施する工事
②工事に伴い発生する資材の処分費及び運搬費
③上記に掲げるもののほか、町長が減災に寄与すると認めた関連工事

補助金額 補助対象経費の3分の2と基準額（1mあたり10,000円）を比較し、いずれ
か少ない額以内

補助限度額 一団の土地あたり66,000円

段階 対　　象　　者 保険料（年額）

第1段階 本
人
が
住
民
税
非
課
税

世帯の全員が
住民税非課税

○生活保護を受けている方
○老齢福祉年金を受けている方
○本人の前年の合計所得金額＋課税年金収入額が80万円以下の方

18,500円

第2段階 本人の前年の合計所得金額＋課税年金収入額が80万円を超え120万円以下の方 31,500円

第3段階 本人の前年の合計所得金額＋課税年金収入額が120万円を超える方 44,400円

第4段階 世帯の誰かに
住民税が課税
されている

本人の前年の合計所得金額＋課税年金収入額が80万円以下の方 58,300円

第5段階 本人の前年の合計所得金額＋課税年金収入額が80万円を超える方 64,800円

第6段階

本人が住民税課税

本人の前年の合計所得金額が120万円未満の方 77,700円

第7段階 本人の前年の合計所得金額が120万円以上210万円未満の方 84,200円

第8段階 本人の前年の合計所得金額が210万円以上320万円未満の方 97,200円

第9段階 本人の前年の合計所得金額が320万円以上420万円未満の方 110,100円

第10段階 本人の前年の合計所得金額が420万円以上520万円未満の方 123,100円

第11段階 本人の前年の合計所得金額が520万円以上620万円未満の方 136,000円

第12段階 本人の前年の合計所得金額が620万円以上720万円未満の方 149,000円

第13段階 本人の前年の合計所得金額が720万円以上の方 155,500円
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事業
区分 補助対象住宅及び補助用件 補助対象経費 補助率及び

補助限度額（税込）

耐
震
診
断

支
援
事
業

対象住宅
平成12年5月31日以前に着工された
木造住宅

耐震診断に要する経費
耐震診断費用
5万円のうち4.7万円
(自己負担3千円)

補
強
計
画

支
援
事
業

対象住宅
平成12年5月31日以前に着工された
木造住宅で、評点が1.0未満と判定されたもの

耐震性を向上させる方法、概算
工事費についてまとめた耐震
補強計画の作成に要する経費

補強計画作成費用
6万円のうち5.4万円
（自己負担6千円）

耐
震
改
修

支
援
事
業

対象住宅
平成12年5月31日以前に着工された木造住宅
で，評点が1.0未満と判定されたもの
補助用件
以下の全てに該当するもの
①改修後の評点を1.0以上に向上
②高さ1.5m以上の家具を固定
③耐震改修施工者等が施工
④啓発活動への協力
⑤感震ブレーカー（分電盤タイプ）を設置

次に掲げる工事に要する経費
①改修後の評点を向上させる
工事
②評点に反映しない部分的な
欠陥を改善する工事
③地震時に倒壊の危険がある
コンクリートブロックの撤去
等に必要な工事
④家具を固定させる工事

対象経費の4/5以内かつ
１棟あたり100万円まで
(上乗せ補助）
1棟あたり20万円まで
※神山町内に本店を有する業
者が施工するものに限る。

感震ブレーカーの設置について
１棟あたり10万円

耐
震
シ
ェ
ル
タ
ー

設
置
支
援
事
業

対象住宅
平成12年5月31日以前に着工された木造住宅
で、評点が1.0未満と判定されたもの
補助用件
以下の全てに該当するもの
①持家であり、耐震シェルター又は耐震ベッドを
設置するもの
②高さ1.5m以上の家具を固定
③耐震改修施工者等が施工
④啓発活動への協力

次に掲げる工事に要する経費
①耐震シェルター又は耐震ベッ
ドを設置する工事
②家具を固定する工事

対象経費の4/5以内かつ
（耐震シェルター）
1棟あたり80万円まで
（耐震ベッド）
1棟あたり40万円まで

住
ま
い
の
ス
マ
ー
ト
化

支
援
事
業

対象住宅
平成12年5月31日以前に着工された木造住宅
で、評点が1.0未満と判定されたもの
補助用件
以下の全てに該当するもの
①耐震改修支援事業又は耐震シェルター設置
支援事業とあわせて行うもの
②スマート化工事を行うもの

次に掲げる工事に要する経費
①スマート化工事
②省エネルギー性能を向上さ
せる工事
③バリアフリー化工事

対象経費の2/3以内かつ
1棟あたり30万円まで

住
替
え

支
援
事
業

対象住宅
昭和56年5月31日以前に着工された木造住宅
で、評点が0.7未満と判定されたもの
補助用件
以下の全てに該当するもの
①現在居住する住宅のすべてを除却
②解体業者が施工

次に掲げる工事に要する経費
①住宅を除却する工事
②地震時に倒壊の危険がある
コンクリートブロック塀の撤
去等に必要な工事

対象経費の2/5以内かつ
１棟あたり30万円まで
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住民課
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月額 円16,980

1

2

3
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第3回
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5月中旬 6月上旬

6/1㊏

5/19㊐

6/2㊐

6/15㊏～

5/
6/

5/

6/

5/ 5/

5/

6/
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